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参加

支援
要請

避難生活支援・防災人材育成エコシステム

防災士

日赤
ボランティア

企業

ＮＰＯ等
団体

自治会
町内会

大学

避難生活支援の全体を理解し、
一つの避難所に常駐して運営や
支援を円滑にすることのできる人
材

国民は、防災教育を通じ、ボランティアの知識、経験を持つ

避難生活支援ﾘｰﾀﾞｰ/ｻﾎﾟｰﾀｰ

＜体系化したスキルアップ支援＞
スキルアップ研修のカリキュラム開発、研修修了認定制度の創設

自治会・自主防災組織での避難生活支援活動・訓練を経験

キャリア
パス

支援要請

避難生活支援体制の整備
（マニュアル・訓練等）

＜支援を求める避難者・避難所の利便性の向上＞

●氏名 ●所在地 ●連絡先
●災害専門ボランティアのスキル
●避難生活支援経験など

データーベース

災害専門ボランティア
マッチングシステム平時

都道府県レベルの行政、ＮＰＯ、中間支
援組織、社協、日赤、防災士、企業等の
連携主体が、災害専門ボランティアと市町
村を、さらに市町村が災害専門ボランティア
と地域をマッチング

災害時
避難生活支援

市町村
地域住民

普段から
見知った
災害専門
ボランティアが
避難生活を
支援

市町村
地域住民
避難者

顔の見える
関係を作る

参加
※ 災害専門ボランティアは、地元地域での活動を基本としつつ、災害の規模や場所に応じ、近隣や遠方の市町村の避難所に赴き活動することもある。

地域団体の貢献の
見える化

地域単位

防災士

日赤
ボランティア

企業

ＮＰＯ等
団体

自治会
町内会

大学

認定受け

認定人材の登録

意欲の
ある方の

自主的な参画

地域防災力
の向上

地域のボラン
ティア力の
向上

認定人材の
活躍

地域
単位

自らの経験とスキルを活かして一つ
の避難所に常駐又は複数避難所
を巡回し、応援職員、各種専門職
チーム、市町の避難所担当職員等
と連携し、避難生活の環境向上に
取組むことができる人材

避難生活支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ

一般ボランティア

研修修了
認定

災害専門ボランティア

防災教育・周知啓発ＷＧ（災害ボランティアチーム）提言【令和３
年５月】※災害専門ボランティアの役割名称は現時点のものに修正

 

被災地に派遣される専門職
チームの一員又は地元の専門
職として、ボランティアや応援職
員と連携しながら諸課題の解
決に取組むことができる人材

避難生活支援専門
ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰ
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避難生活支援・防災人材のイメージ見直し案

リーダー・サポーター アドバイザー（仮称） 専門コーディネーター（仮称）

災害ボランティア
人材のモデル

求められる
人材像

避難生活支援の全体を理解し、一つ
の避難所に常駐して運営や支援を円
滑にすることができる人材

• 避難所運営等について、改善点
を自ら見出し、実践していける存
在。

• 性別等の多様性の観点を考慮し、
一つの避難所に複数いることが望
ましい。

複数の避難所を巡回するなどにより、運営指導、避
難生活支援リーダー等への助言を行うことのできる人
材

避難生活上の課題を外部の専門家や支援者、
行政等に適切に繋ぎ、巻き込んで問題解決を図
ることのできる人材

• 一定期間継続的に避難生活に携わるため、安
定して人材を拠出できる組織（被災地支援を
行っているNPO、災害中間支援組織等）の
関与が望ましい。

• 行政の様々な部署との調整力も必要。

• 食事、衛生、保健など、分野ごとに専門的
支援を調整できる存在。

• 医療保健福祉分野の専門職派遣システム
など、分野ごとの被災地派遣の仕組みの理
解が必要。

能登半島地震での経験を踏まえて、役割等を見直し

リーダー・サポーター コーデイネーター（仮称） 専門アドバイザー（仮称）

災害ボランティア
人材のモデル

求められる
人材像

一つの避難所において、応援
職員、住民代表等と連携し、
避難生活の環境向上に率先
して取組むことができる人材

自らの経験とスキルを活かして、一つの避
難所に常駐又は複数避難所を巡回し、
応援職員、各種専門職チーム、市町の
避難所担当職員等と連携し、避難生活
の環境向上に取組むことができる人材

被災地に派遣される専門職チームの
一員又は地元の専門職として、ボラン
ティアや応援職員と連携しながら、諸
課題の解決に取組むことができる人材

• 避難所運営等について、改善
点を自ら見出し、実践していけ
る存在

• 性別等の多様性の観点を考慮
し、一つの避難所に複数いるこ
とが望ましい

※コーディネーター、専門アドバイザーと
連携した活動を想定

• 日常的に、防災・被災地支援のみならず、
男女共同参画、福祉など専門的なスキル
を活かした活動をしていることが望ましい

• 運営に関わる担い手、専門職と連携し、避
難生活に必要な支援プログラムをつくること
ができるとよい

• 被災地支援の経験を積みながら、自らのス
キル向上に努めることが期待される

• 一定期間継続的に避難生活に携わる
ため、安定して人材を拠出できる組織に
所属

• 専門的支援を理解して、課題解決のた
めに取り組める存在
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避難生活支援・防災人材のイメージ見直しのポイント

リーダー・サポーター

アドバイザー（仮称）

専門コーディネーター（仮称）

コーディネーター（仮称）

専門アドバイザー（仮称）

• 避難所に限定せず、避難生活支援とする。人材育成等の方向性は変更なし。

• 現在のLS講師および養成研修の受講者を想定した役割。運営に関わる担い手と連携した環境改
善に率先して取組む人材とする

• 避難所にこだわらず、在宅避難者支援なども含む避難生活支援全般に関わる（状況にあわせて、
１つの避難所に特化する場合もあれば、複数の避難所を巡回する場合も想定）

• 「アドバイザー」という名称は、「助言者」という印象が強いため、名称を見直してはどうか。
• リーダー/サポーターからのスパイラルアップ、内閣府会議委員からの推薦によって選出する

想定。また、リーダー/サポーター研修講師を担うほかスキルアップ研修の受講を想定

• 避難生活支援の環境改善のために、医療・保健・福祉等の専門的な知見を活かした支援・助言
ができる人材を想定。

• リーダー/サポーター、コーディネーターそれぞれの役割を理解して、必要に応じて連携して
活動を展開することを想定。

• 専門職などを対象に、特定の研修プログラムを提供し、受講した方に名称を付与する想定。日
赤救護班・DHEAT・DWAT等の登録者と、コーディネーターは平時からの情報交換等を通じて相
互理解の醸成が図れることが望ましい
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避難生活支援・防災人材育成エコシステムの展開について

令和4年度 令和5年度 令和6年度

全国5箇所での
モデル研修実施

研修テキスト・
カリキュラム作成

研修テキスト・
カリキュラム改定

全国6箇所での
モデル研修実施
（当初10箇所予定、
4箇所中止）

講師養成研修実施 講師養成研修実施

全国５箇所での
モデル研修実施

都道府県独自
研修の実施

研修テキスト・
カリキュラム改定

最低限の訂正のみ
独自研修にも提供

マニュアル提供、講師紹介、
テキスト等の研修素材の提供

モデル研修数を減らす
分、マニュアル等の提
供、個別の相談なども
対応し、各都道府県独
自の自走型研修をサ
ポート

紹介できる講師を増や
すことで独自研修をサ
ポート
各都道府県１-２名を
目指して育成

リ
ー
ダ
ー
・
サ
ポ
ー
タ
ー

コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー

研修カリキュラム検討
ア
ド
バ
イ
ザ
ー

専門職の実態把握
研修カリキュラムを提
供し、エコシステムの
理解醸成を図る

求められる
人材像等の検討

求められる
人材像等の検討

4

スキルアップ研修
カリキュラム検討

OTJ派遣
（能登半島地震ほか）
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